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基本計画の用語解説 

 

◆ 世界人権宣言 

すべての人々の基本的人権の確立が世界平和の基礎であるとの考えに基づいて、1948(昭和23)

年12月10日、国際連合の第3回総会で採択。この宣言は、前文と30条から成り、生命・身体の安全、

法の下の平等などの基本的人権について、「すべての人民とすべての国とが達成すべき共通の基準」

を示している。 

 

◆ 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 

人権擁護推進審議会の答申を受け、2000(平成12)年、人権教育・啓発を推進することを目的とし

て制定された法律。 

 

◆ 大淀町人権擁護に関する条例 

1999(平成11)年9月16日施行。人権意識の高揚を図り、差別のない明るい地域社会の実現に寄与

することを目的に、町と町民の責務及び啓発活動の充実などを規定している。 

 

◆ グローバル化 

「グローバル化」「グローバリゼーション」などという言い方で、全世界的な規模を表します。

特に経済関連では「グローバル債」など、政治や IT を含む国際関係では「グローバルスタンダー

ド」などのような使い方がされています。 

 

◆ 人権教育・啓発に関する基本計画 

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律第7条の規定に基づき、2002(平成14)年3月に策定され

た国の人権教育・啓発推進に係る基本計画。 

 

◆ 児童の権利に関する条約 

子どもの権利条約ともいう。世界の多の児童（18歳未満のすべての者を児童と定義）が、今日な

お、飢え、貧困等の難な状況に置かれていることにかんがみ、世界的な観点から児童の人権の尊重、

護の促進を目指した条約。1989(平成元)年の第44回国連総会で採択され、日本は1994(平成6)年に

批准。 

 

◆ 「人権教育推進プラン」の基本的視点 

人権教育を進める基本的視点（人権が尊重される学校文化の具体像）として①一人ひとりの可能

性を伸ばすことから、それぞれをかけがえのない存在として大切にする。②一人ひとりのちがいを

豊かさとしてとらえることから、それぞれの多様性を大切にする。③一人ひとりのつながりを大切

にすることから、人と人との豊かな関係づくりをめざすこと。 

 

◆ ライフステージ 

人間の一生で過ごす幼年期、少年期、青年期、壮年期(成人期)、老年期(高齢期)など、人間が誕

生してから死に至るまでの生活史上における年代別の各段階のこと。 

 



 - 27 -

◆ スクールカウンセラー 

いじめや不登校などによる不安や悩み、あるいは問題行動等の未然防止及び解決のため、児童生

徒や保護者、教職員に対する心理的援助活動を行うことを目的に、学校へ派遣される専門的な知

識・経験を有する者。 

 

◆ 教育相談 

児童生徒等の教育上の諸問題の解決のために、教員やその他の指導者が本人、親及びその関係者

などに話し合いやその他の方法により、指導や助言を与えていくこと。 

 

◆ 適応指導教室 

心理的な理由により登校できない児童生徒とその保護者を対象として、学校教育との有機的連携

のもと、相談や助言、指導などを行い、児童生徒の学校復帰を図ることを目的とした施設。 

 

◆ ロールプレイ 

ある特定の（自分とはちがう）立場の人（場合によっては、動物やモノの場合もある）になつた

つもりで、ある問題について考え、それを表現すること。 

 

◆ シミュレーション 

ある事象をモデル化し参加者がそれを擬似的に体験すること。 

 

◆ 人権を確かめあう日 

同和問題解決に向けた啓発活動推進のため、同和問題をはじめあらゆる人権問題の基本的認識の

徹底と人権確立を目指し、奈良県市町村同和問題啓発活動推進本部連絡協議会(市町村同和問題「啓

発連協」)が提唱し、1989(平成元)年4月から、毎月11日は「人権を確かめあう日」と設定された。 

県、市町村及び関係機関・団体が連携して、人権侵害を許さない社会的雰囲気と部落差別撤廃の

環境醸成に向け、県民運動として展開している。 

 

◆ 差別をなくす強調月間 

1969(昭和44)年7月に旧同和対策事業特別措置法が施行されたことにちなんで定められたもので、

奈良県や各市町村でさまざまな取り組みが行われる。本町でもこの差別をなくす強調月間中に、あ

らゆる差別をなくすために、町民集会や、街頭啓発、人権問題啓発パネル展などの取り組みを行っ

ている。 

 

◆ 人権週間 

1948(昭和23)年12月10日、国際連合の第3回総会で世界人権宣言が採択された。その日を記念し,

国際連合は、毎年この12月10日を「人権デー」として、加盟国などに人権思想の啓発のための行事 

を実施するように呼びかけている。日本では、毎年12月4日から10日までを「人権週間」と定め、

講演会の開催や街頭啓発など、全国的な啓発活動を展開している。 

 

◆ 大淀町人権のまちづくり運動推進協議会 

憲法に定められた基本的人権を確立し、さまざまな人権問題の解決と人権が尊重される地域社会

づくりを目的として組織された住民運動団体。 
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◆ 企業人権教育推進協議会 

企業内における人権啓発及び人権教育を積極的に推進し、もって公正な雇用の促進と就労の安定

を図り、差別のない明るい地域社会の実現に寄与することを目的として事業所で組織された協議会。 

 

◆ ドメスティック・バイオレンス 

一般的には、夫婦や恋人など親密な関係にある、またはあった男女間における暴力という意味で

使われる。多くは男性の女性に対する暴力である。単なる殴る、蹴るなどの身体的暴力だけでなく、

威嚇や無視、行動の制限などの心理的な苦痛を与えることの精神的暴力、望まない性的な行為の強

要などの性的暴力、生活費を渡さないなどの経済的に圧迫する行為も含まれる。 

 

◆ Ｗebアクセシビリティ 

Web（インターネット上の情報検索・表示システム）を利用するすべての人が、年齢や身体的制

約利用環境等に関係なく、Webで提供されている情報に問題なくアクセスし、コンテンツや機能を

利用できること。 

 

◆ ジェンダー 

社会的・文化的に形成された性別。生物学的な性別とは区別して使われる。「男らしさ、女らし

さ」といわれるものは時代、社会によって異なり、社会、文化的に形成されたものが多く含まれて

いる。 

 

◆ ＮＰＯ 

Non Profit Organizationの略で、利益を追求することを主な目的としない自立した活動組織。財

政規模の小さい非営利組織の法人格取得を容易にする特定非営利活動促進法(NPO法)が、1998（平

成10年）に施行された。 

 

◆ 性別役割分担意識 

「男は仕事、女は家庭」というように男性・女性で異なる役割を与え、その役割の遂行を期待す

る意識のこと。 

 

◆ 女性のエンパワーメント 

女性が政治・経済・社会・文化など社会のあらゆる分野で、自ら意思決定をし、行動できる能力

を身につけること。 

 

◆ ボジティブ・アクション 

様々な分野において、活動に参画する機会の格差を改善するための取組みを意味し、男女共同参

画を進めるためなどに採られている方策。必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、活

動に参画する機会を積極的に提供するものであり、個々の状況に応じて実施していくものである。 

 

◆ 児童虐待ネットワーク 

児童に関わる機関及び団体等が、それぞれの専門知識、機能、組織力等を発揮、相互に連携して

子育ての支援や深刻化する児童虐待に対応することを目的に設置した。主な活動内容としては、子 

どもたちの心豊かな育成及び子育て支援を図ること、児童虐待に関する情報の共有化及び連携の強
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化を図ること、児童虐待の発見からサポートに至るシステムについて検討すること、児童虐待に関

する啓発活動に関すること、虐待児童の実態を把握するとともに、具体的援助の内容を検討し、対

応すること。 

 

◆ セクシュアル・ハラスメント 

性別役割分担や女性を対等なパートナーとして見ない、男性の意識などを背景にして行われる性

的いやがらせのことで、身体への不必要な接触、性的関係の強要、性的なうわさの流布、衆目に触

れる場所へのわいせつな写真の提示など、さまざまな態様のものが含まれる。職場では、相手の意

に反した性的な性質の言動を行い、それに対する対応によって仕事を遂行するうえで、一定の不利

益を与えたり、それを繰り返すことによって就業環境を著しく悪化させること。 

 

◆ 児童憲章 

1951(昭和26)年5月5日、内閣総理大臣が招集した児童憲章制定会議が制定。日本国憲法の精神に

従い、児童に対する正しい観念を確立し、すべての児童の幸福を図ることを目的に、国民がなすべ

き道徳規範を定めたもの。 

 

◆ バリアフリー 

障がいのある人にとって社会生活をしていく上での障壁(バリア)となるものを除去するとい意

味。住宅建築用語で登場し、段差等の物理的障壁の除去をいうことが多いが、障がいをもつ人の社

会参加を困難にしている社会的、制度的、心理的なすべての障壁の除去という広い意味でも用いら

れる。 

 

◆ ユニバーサルデザイン 

まちづくりやものづくりなどを進めるにあたり、年齢、性別、身体、国籍など、人々がもつ様々

な特性や違いを超えて、はじめからできるだけすべての人が利用しやすい、すべての人に配慮した

環境、建物・施設、製品などのデザインをしてこうとする考え方。 

 

◆ 地域福祉権利擁護事業 

判断能力が不十分で権利侵害を受けやすい人の権利を擁護するため、日常生活上の手続きや福祉

サービスの適切な利用のために必要な援助、また安心して自立した生活が送れるように日常的金銭

管理サービス等を提供する事業。 

 

◆ 成年後見制度 

精神上の障がいなどにより、判断能力が十分でない人が不利な契約を結んでしまわないように、

定められた人が判断能力を補ったり、保護したりすることで、本人を不利益から守る制度。 

 

◆ 高機能自閉症 

人との社会的関係の形成の困難さ、言葉の発達の遅れ、興味や関心が狭く特定のものにこだわる

ことを特徴とする自閉症のうち、知的発達の遅れを伴わない状能 

 

◆ 支援費制度 

障がいのある人の自己決定を尊重し、利用者本位のサービスの提供を基本として、事業者との対
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等な関係に基づき、障がいのある人目らがサービスを選択し、契約によりサービスを利用する仕組

み。 

 

◆ ノーマライゼーション 

高齢者も若者も、障がいをもつ人もそうでない人も、すべて人間として当たり前(ノーマル)の生

活を送るため、共に暮らし・共に生きる社会を目指すという考え方。 

 

◆ 学習障がい(ＬＤ) 

全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、計算する、または推論する能力の

うち、特定の能力の習得と使用に著しい困難が認められる状態。「LD」は、Learning Disabilities

の略。 

 

◆ 注意欠陥多動性障害(ＡＤＨＤ) 

幼児期から学童期に見られる発達上の障がい。多動（身体の動きが止まらない、おしゃべりを止

めないなど）、衝動性（自己抑制がきかない、順番が待てないなど）、注意集中の困難（気が散り

やすい、物事に関心が持てないなど）等の３つの行動特徴を持つ。 

 

◆ 電子自治体 

電子自治体とは、コンピュータやネットワークなどの情報通信技術（ＩＴ）を行政のあらゆる

分野に活用することにより、住民の方々や企業の事務負担の軽減や利便性の向上、行政事務の簡

素化・合理化などを図り、効率的・効果的な政府・自治体を実現しようとするもの。 

具体的には、以下の点に取り組んでいくこととされている。 

・インターネット等による行政情報の提供  

・住民の方々、企業、そして国・自治体との間の手続きの電子化  

・ワンストップサービスの実現  
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世界人権宣言 

1948年12月10日 

第3回国際連合総会採択 

前文 

人類社会のすべての構成員の固有の尊厳と平等で譲ることのできない権利とを承認することは、

世界における自由、正義及び平和の基礎であるので、 

人権の無視及び軽侮が、人類の良心を踏みにじった野蛮行為をもたらし、言論及び信仰の自由が

受けられ、恐怖及び欠乏のない世界の到来が、一般の人々の最高の願望して宣言されたので、 

人間が専制と圧迫とに対する最後の手段として反逆に訴えることがないようにするためには、法

の支配によって人権を保護することが肝要であるので、 

諸国間の友好関係の発展を促進することが、肝要であるので、 

国際連合の諸国民は、国際連合憲章において、基本的人権、人間の尊厳及び価値並びに男女の同

権についての信念を再確認し、かつ、一層大きな自由のうちで社会的進歩と生活水準の向上とを促

進することを決意したので、 

加盟国は、国際連合と協力して、人権及び基本的自由の普遍的な尊重及び遵守の促進を達成する

ことを誓約したので、 

これらの権利及び自由に対する共通の理解は、この誓約を完全にするためにもつとも重要である

ので、 

よって、ここに、国際連合総会は、 

社会の各個人及び各機関が、この世界人権宣言を常に念頭に置きながら、加盟国自身の人民の間

にも、また、加盟国の管轄下にある地域の人民の間にも、これらの権利と自由との尊重を指導及び

教育によって促進すること並びにそれらの普遍的かつ効果的な承認と遵守とを国内的及び国際的

な漸進的措置によって確保することに努力するように、すべての人民とすべての国とが達成すべき

共通の基準として、 

この世界人権宣言を公布する。 

 

第１条 

すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である。

人間は、理性と良心とを授けられており、互いに同胞の精神をもって行動しなければならない。 

第２条 

１ すべて人は、人種・皮膚の色、性、言語、宗教、政治上その他の意見、国民的若しくは社会

的出身、財産、門地その他の地位又はこれに類するいかなる事由による差別をも受けることな

く、この宣言に掲げるすべての権利と自由とを享有することができる。 

２ さらに、個人の属する国又は地域が独立国であると、信託統治地域であると、非自治地域で

あると、又は他のなんらかの主権制限の下にあるとを問わず、その国又は地域の政治上、管轄

上又は国際上の地位に基づくいかなる差別もしてはならない。 

第３条 

すべて人は、生命、自由及び身体の安全に対する権利を有する。 

第４条 

何人も、奴隷にされ、又は苦役に服することはない。奴隷制度及び奴隷売買は、いかなる形に 
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おいても禁止する。 

第５条 

何人も、拷問又は残虐な、非人道的な若しくは屈辱的な取扱若しくは刑罰を受けることはない。 

第６条 

すべて人は、いかなる場所においても、法の下において、人として認められる権利を有する。 

第７条 

すべての人は、法の下において平等であり、また、いかなる差別もなしに法の平等な保護を受

ける権利を有する。すべての人は、この宣言に違反するいかなる差別に対しても、また、そのよ

うな差別をそそのかすいかなる行為に対しても、平等な保護を受ける権利を有する。 

第８条 

すべて人は、憲法又は法律によって与えられた基本的権利を侵害する行為に対し、権限を有す

る国内裁判所による効果的な救済を受ける権利を有する。 

第９条 

何人も、ほしいままに逮捕、拘禁、又は追放されることはない。 

第10条 

すべて人は、自己の権利及び義務並びに自己に対する刑事責任が決定されるに当って、独立の

公平な裁判所による公正な公開の審理を受けることについて完全に平等の権利を有する。 

第11条 

１ 犯罪の訴追を受けた者は、すべて、自己の弁護に必要なすべての保障を与えられた公開の裁

判において法律に従って有罪の立証があるまでは、無罪と推定される権利を有する。 

２ 何人も、実行の時に国内法又は国際法により犯罪を構成しなかった作為又は不作為のために

有罪とされることはない。また、犯罪が行われた時に適用される刑罰より重い刑罰は科せられ

ない。 

第12条 

何人も、自己の私事、家族、家庭若しくは通信に対して、ほしいままに干渉され、又は名誉及

び信用に対して攻撃を受けることはない。人はすべて、このような干渉又は攻撃に対して法の保

護を受ける権利を有する。 

第13条 

１ すべて人は、各国の境界内において自由に移転及び居住する権利を有する。 

２ すべて人は、自国その他いずれの国をも立ち去り、及び自国に帰る権利を有する。 

第14条 

１ すべて人は、迫害を免れるため、他国に避難することを求め、かつ、避難する権利を有する。 

２ この権利は、もっぱら非政治犯罪又は国際連合の目的及び原則に反する行為を原因とする訴

追の場合には、援用することはできない。 

第15条 

１ すべて人は、国籍をもつ権利を有する。 

２ 何人も、ほしいままにその国籍を奪われ、又はその国籍を変更する権利を否認されることは

ない。 

第16条 

１ 成年の男女は、人種、国籍又は宗教によるいかなる制限をも受けることなく、婚姻し、かつ 

家庭をつくる権利を有する。成年の男女は、婚姻中及びその解消に際し、婚姻に関し平等の権

利を有する。 



 - 33 -

２ 婚姻は、両当時者の自由かつ完全な合意によってのみ成立する。 

３ 家庭は・社会の自然かつ基礎的な集団単位であって、社会及び国の保護を受ける権利を有す

る。 

第17条 

１ すべて人は、単独で又は他の者と共同して財産を所有する権利を有する。 

２ 何人も、ほしいままに自己の財産を奪われることはない。 

第18条 

すべて人は、思想、良心及び宗教の自由に対する権利を有する。この権利は、宗教又は信念を

変更する自由並びに単独で又は他の者と共同して、公的に又は私的に、布教、行事、礼拝及び儀

式によって宗教又は信念を表明する自由を含む。 

第19条 

すべて人は、意思及び表現の自由に対する権利を有する。この権利は、干渉を受けることなく

自己の意見をもつ自由並びにあらゆる手段により、また、国境を越えると否とにかかわりなく、

情報及び思想を求め、受け、及び伝える自由を含む。 

第20条 

１ すべての人は、平和的集会及び結社の自由に対する権利を有する。 

２ 何人も、結社に属することを強制されない。 

第21条 

１ すべての人は、直接に又は自由に選出された代表者を通じて、自国の政治に参与する権利を

有する。 

２ すべての人は、自国においてひとしく公務につく権利を有する。 

３，人民の意思は、統治の権力の基礎とならなければならない。この意思は、定期のかつ真正な

選挙によって表明されなければならない。この選挙は、平等の普通選挙によるものでなければ

ならず、また、秘密投票又はこれと同等の自由が保障される投票手続によって行われなければ

ならない。 

第22条 

すべて人は、社会の一員として、社会保障を受ける権利を有し、かつ、国家的努力及び国際的

協力により、また、各国の組織及び資源に応じて、自己の尊厳と自己の人格の自由な発展とに欠

くことのできない経済的・社会的及び文化的権利を実現する権利を有する。 

第23条 

１ すべて人は、勤労し・職業を自由に選択し、公正かつ有利な勤労条件を確保し、及び失業に

対する保護を受ける権利を有する。 

２ すべて人は、いかなる差別をも受けることなく、同等の勤労に対し、同等の報酬を受ける権

利を有する。 

３ 勤労する者は、すべて、自己及び家族に対して人間の尊厳にふさわしい生活を保障する公正

かつ有利な報酬を受け、かつ、必要な場合には、他の社会的保護手段によって補充を受けるこ

とができる。 

４，すべて人は、自己の利益を保護するために労働組合を組織し、及びこれに参加する権利を有 

する。 

第24条 

すべて人は、労働時間の合理的な制限及び定期的な有給休暇を含む休息及び余暇をもつ権利を

有する。 
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第25条 

１ すべて人は、衣食住、医療及び必要な社会的施設等により・自己及び家族の健康及び福祉 

に十分な生活水準を保持する権利並びに失業、疾病、心身障害、配偶者の死亡、老齢その他不

可抗力による生活不能の場合は、保障を受ける権利を有する。 

 

２ 母と子とは、特別の保護及び援助を受ける権利を有する。すべての児童は、摘出であると否

とを問わず、同じ社会的保護を受ける。 

第26条 

１ すべて人は、教育を受ける権利を有する。教育は、少なくとも初等の及び基礎的の段階にお

いては、無償でなければならない。初等教育は、義務的でなければならない。技術教育及び職

業教育は、一般に利用できるものでなければならず、また、高等教育は、能力に応じ、すべて

の者にひとしく開放されていなければならない。 

２ 教育は、人格の完全な発展並びに人権及び基本的自由の尊重の強化を目的としなければなら

ない。教育は、すべての国又は人種的若しくは宗教的集団の相互間の理解、寛容及び友好関係

を増進し、かっ、平和の維持のため、国際連合の活動を促進するものでなければならない。 

３ 親は、子に与える教育の種類を選択する優先的権利を有する。 

第27条 

１ すべて人は、自由に社会の文化生活に参加し、芸術を鑑賞し、及び科学の進歩とその恩恵と

にあずかる権利を有する。 

２ すべて人は、その創作した科学的、文学的又は美術的作品から生ずる精神的及び物質的利益

を保護される権利を有する。 

第28条 

すべて人は、この宣言に掲げる権利及び自由が完全に実現される社会的及び国際的秩序に対す

る権利を有する。 

第29条 

１ すべて人は、その人格の自由かつ完全な発展がその中にあってのみ可能である社会に対して

義務を負う。 

２ すべて人は、自己の権利及び自由を行使するに当っては、他人の権利及び自由の正当な承認

及び尊重を保障すること並びに民主的社会における道徳、公の秩序及び一般の福祉の正当な要

求を満たすことをもっぱら目的として法律によって定められた制限にのみ服する。 

３ これらの権利及び自由は、いかなる場合にも、国際連合の目的及び原則に反して行使しては

ならない。 

第30条 

この宣言のいかなる規定も、いずれかの国、集団又は個人に対して、この宣言に掲げる権利及

び自由の破壊を目的とする活動に従事し、又はそのような目的を有する行為を行う権利を認める

ものと解釈してはならない。 
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人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 

平成12年12月6日 

法律第147号 

(目的) 

第１条 この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、社会的身分、門地、人種、信条 

又は性別による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その他人権の擁護に関する内外の情勢に

かんがみ、人権教育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、地方公共団体及び国民の責

務を明らかにするとともに、必要な措置を定め、もって人権の擁護に資することを目的とする。 

 

(定義) 

第２条 この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動をいい、

人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国民の理解を深めるこ

とを目的とする広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）をいう。 

 

(基本理念) 

第３条 国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職域その他の様々

な場を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深め、これを体得

することができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の自主性の尊重及び実施

機関の中立性の確保を旨として行われなければならない。 

 

(国の責務) 

第４条 国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念（以下「基本理念」という。）にの

っとり、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

(地方公共団体の責務) 

第５条 地方公共団体は・基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、

人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

(国民の責務) 

第６条 国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重される社会の実現に寄与す

るよう努めなければならない。 

 

(基本計画の策定) 

第７条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、人権教

育及び人権啓発に関する基本的な計画を策定しなければならない。 

 

(年次報告) 

第８条 政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関する施策についての報告

を提出しなければならない。 
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(財政上の措置) 

第９条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方公共団体に対し、当該施策に係

る事業の委託その他の方法により、財政上の措置を講ずることができる。 

 

附 則 

(施行期日) 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第8条の規定は、この法律の施行の日の属

する年度の翌年度以後に講じる人権教育及び人権啓発に関する施策について適用する。 

 

(見直し) 

第２条 この法律は、この法律の施行の日から3年以内に、人権擁護施策推進法(平成8年法律第120

号)第3条第2項に基づく人権が侵害された場合における被害者の救済に関する施策の充実に関す

る基本的事項についての人権擁護推進審議会の調査審議の結果をも踏まえ、見直しを行うものと

する。 
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大淀町人権擁護に関する条例 

 平成 11 年 9 月 16 日 

条例第 17 号 

(目的) 

第 1 条 この条例は、基本的人権の尊重及び法の下の平等を定める日本国憲法の

理念にのっとり、町民の人権擁護と人権意識の高揚を図り、もって人権が尊重

される明るい地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

(町の責務) 

第 2 条 町は、前条の目的を達成するため、大淀町総合計画及び関係法令等に基

づき、町政の重要な課題として必要な施策の推進を図り、町民の人権擁護と人

権意識の高揚に努めるものとする。 

 

(町民の責務) 

第 3 条 町民は、相互に基本的人権を尊重し、人権意識の高揚を図るよう努める

ものとする。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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